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平成＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 

 公益財団法人あきた企業活性化センター理事長 様 

 

 

（中小企業者又は自ら事業を行うＮＰＯ等の中小企業以外の者） 

所  在  地 秋田県秋田市山王三丁目１－１ 

名     称 株式会社ＡＣＴＩＶＥ食品 

代表者職・氏名 代表取締役 企業 太郎   印 

 

（農林漁業者） 

所  在  地 秋田県秋田市山王四丁目１０－１ 

名     称 あきた活性化農園 

代表者職・氏名 活性化 専太        印 

 

 

平成３０年度あきた農商工応援ファンド事業助成金交付申請書 

 

 

 平成３０年度あきた農商工応援ファンド事業について助成金の交付を受けたいので、あきた農

商工応援ファンド事業助成金交付要領第６条の規定に基づき、申請します。 

 

 

１ 助成事業の種類 

農商工連携支援事業 

 

２ 助成事業に要する全経費 

 金 6,400 千円（うち特定費用１,400 千円） 

※「別紙３ ２ 支出の部 助成事業に要する経費(A)」の合計数値をご記入ください。 

 

３ 助成金交付申請額 

 金 5,120 千円 

※「別紙３ ２ 支出の部 助成金(C)」の合計数値をご記入ください。 

 

４ 助成事業の実施期間 

 平成３０年＊＊月＊＊日～平成３１年＊＊月＊＊日 

※助成期間は交付決定日以降の期間を最大１年としてご記入ください。 

 最短の交付決定は事前相談によってお知らせしますので、開始日を必ず確認してください。 

※募集回によって、事業開始できる時期、期間が異なります。 

 

５ 助成事業を行おうとする農商工連携体又はＮＰＯ等との連携体の内容 

 別紙１「農商工連携体又はＮＰＯ等との連携体の内容書」のとおり 

 

 

募集期間内での申請

をお願いします。 

事前にご相談ください。 

赤文字は記入例、 

青文字は留意点です。 

 

申請書記入にあたって

は事前相談 が

必要です。記入前／後に

必ずご相談ください。 

申請は、おおむね 2 週間前に事前相談を済ませた後に、記入いただ

き、あらかじめ提出前に内容を事務局へ確認してください。 

特定費用とは、原材料費、外注加工費、借損料（レ

ンタル料、リース料）、展示会等出展料、委託費（一

部委託に限る）のうち、助成事業に要する全経費の

３割を限度に、審査のうえ、あらかじめ助成金の概

算払の申請を認めた経費をいいます。 
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６ 助成事業の内容 

 別紙２「助成事業計画書」のとおり 

 

７ 助成事業に要する経費の配分 

 別紙３「収支予算書」のとおり（次の書類を添付してください。） 

① 積算金額の根拠書類（見積書、価格表等） 

② 別紙３－１「委託・外注計画書」（事業の一部を第三者に委託又は外注する場合） 

 

【添付書類】 

⑴ 全体事業計画書（様式第１号－１－別紙４（事業実施期間が１年を超える事業について交

付申請を行う場合に添付してください。）） 

⑵ 中小企業者（助成対象者が農商工連携体の場合）の定款、登記簿謄本（個人の場合は住民

票抄本）、決算書（直近２期分、個人の場合は、税務署の受付印が押印された事業所得の確

定申告書の写し） 

⑶ 自ら事業を行うＮＰＯ等の中小企業以外の者（助成対象者がＮＰＯ等との連携体の場合）

の定款又は規約等、登記簿謄本（特別の法律の定めにより設立し、法人登記を要しない場合

は不要）、決算書（直近２期分） 

⑷ 農林漁業者の定款又は規約等（個人の場合は不要）、登記簿謄本（個人の場合は住民票抄

本）、決算書（直近２期分、個人の場合は、税務署の受付印が押印された事業所得の確定申

告書の写し） 

⑸ その他、あきた企業活性化センターが必要とする書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農商工連携応援団体支援事業に申請する場合は、様式第１号－２を使用してください。 

※定款は、登記薄謄本と一致していることを確認し、原本と相違ないことを証明してください。 

※登記簿謄本は最新（3 ヶ月以内）を添付してください。 

※合わせて支出根拠となる見積書等を添付してください。 

 見積書は、見積金額だけではなく、明細、詳細が必要な場合がございます。 
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別紙１ 

農商工連携体又はＮＰＯ等との連携体構成員の内容書 

 

１ 連携体代表者 

名称 代表者職・氏名 市町村名 主な事業内容 

株式会社ＡＣＴＩＶＥ食品 代表取締役 企業太郎 秋田市 菓子の製造・販売 

 

２ 連携体構成員 

名称 代表者職・氏名 市町村名 主な事業内容 

あきた活性化農園 活性化専太 秋田市 農業(〇〇の生産) 

    

    

    

    

 

３ 連携体の協力者 

名称 役職・氏名 市町村名 主な事業内容 

あきた県総合食品研究所 主席研究員 秋田太郎 秋田市 機能性研究の公設試 

    

 

４ 実践体制（各構成員の役割や連携体制等を簡単なフロー等で記入してください。） 

 

 

 

 

事業における協力者がいる場合、ご記入ください。 

㈱ＡＣＴＩＶＥ食品 

・新商品開発 

・市場調査 

・販路開拓 

あきた活性化農園 

・〇〇の無農薬栽培 

・原材料の提供 

・商品開発への助言 

連携 

一般消費者への販売 
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別紙１ 

農商工連携体又はＮＰＯ等との連携体構成員の内容書（農林漁業者以外用） 

⑴ 名称 

  代表者職・氏名 

株式会社ＡＣＴＩＶＥ食品 

代表取締役 企業太郎 

⑵ 所在地 
〒010-8572 

 秋田県秋田市山王三丁目１－１ 

⑶ 設立年月日    昭和＊＊年＊＊月＊＊日 

 沿革 

昭和＊＊年＊＊月＊＊日 ㈱ＡＣＴＩＶＥ食品 設立 

平成＊＊年＊＊月＊＊日 現在地に本社移転 

平成＊＊年＊＊月＊＊日 新工場建設 

⑷ 資本金（出資金） 5,000,000 円 

   ※１ 出資構成 企業太郎７０％ 企業花子１５％ 山王次郎１０％ 他５％ 

⑸ 主たる業種 食品製造業 

⑹ 主な事業内容 菓子の製造・販売 

⑺ 経営上の強み、経営環

境及び現在の課題 

当社ならではの技術を活かし、〇〇を加工した〇〇を主に生産してきた

が、近年、安価な競合他社製品の影響により、取引価格の下落が続いて

おり、より付加価値の高い商品の開発が急務となっている。 

⑻ 従業員数 
役員 

従 業 員（人） 左記のう 

ち正社員 事務系 営業系 技術系 合計 

３ ５ ５ １０ ２０ １５ 

⑼ 本事業における役割

分担 
商品開発、市場調査、展示会出展 

⑽ 本事業に係る自己資

金の負担額 

5,000千円  ※負担額については、連携体構成員の方と協議の上、

お決めください。（特に負担割合は定めておりません） 

⑾ その他特記事項 
 

⑿ 目標値 

前期 

(Ｈ2９年 

３月期) 

直近期末 

(Ｈ３０年 

３月期) 

１年後 

(Ｈ３１年 

３月期) 

２年後 

(Ｈ３２年 

３月期) 

３年後 

(Ｈ３３年 

３月期) 

総売上高 110,000 千円 100,000 千円 110,000 千円 130,000 千円 150,000 千円 

 
助成事業に

係る売上高 
0 0 0 10,000 千円 20,000 千円 

⒀ 連絡先 

担当者職・氏名 

担当者所属部署名 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

E-mail アドレス 

ウェブサイト URL 

 

商品開発部長 良品 造 

商品開発部 

018-***-**** 

018-***-**** 

info@kigyo.or.jp 

http://www.active-shokuhin.co.jp 

企業等の案内パンフレット等がある場合は添付してください。 

中小企業者様の概要をご記入ください。 

決算期末における目標値を記入してください。 

本事業の開発商品等の売上げを 

記載ください 
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欠 格 事 項 非 該 当 申 出 書（中小企業者様用です） 

 

 

 

 あきた農商工応援ファンド事業助成金の応募にあたっては、欠格事項には該当しません。 

 なお、応募日現在における国税及び地方税の納税状況は次のとおりです。 

 

 

（以下の該当する項目の番号を○でかこんでください。） 

 

１ 滞納はありません。 

 

２ 以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。 

税 金 名 課税年度 納 期 延滞額（千円） 今後の納付計画 

     

     

※ 課税庁が認めた納入計画を添付すること。手形・小切手の場合は、振り出しが分かるも

のを添付。 

 

 

 

 

平成＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 公益財団法人あきた企業活性化センター理事長 様 

 

 

所  在  地 秋田県秋田市山王三丁目１－１ 

 

名     称 株式会社ＡＣＴＩＶＥ食品 

 

代表者職・氏名 代表取締役 企業 太郎   印 

申請日と同じ日付を記

入してください。 
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別紙１ 

農商工連携体又はＮＰＯ等との連携体構成員の内容書（農林漁業者用） 

⑴ 名称 

  代表者職・氏名 

あきた活性化農園 

活性化専太 

⑵ 所在地 
〒010-0951 

 秋田県秋田市山王四丁目１０－１ 

⑶ 設立年月日   平成＊＊年＊＊月＊＊日 

 沿革 平成＊＊年＊＊月＊＊日 実父より農業の経営移譲 

⑷ 資本金（出資金）           円 

   ※１ 出資構成  

⑸ 主たる業種 農業（米、野菜、果樹） 

⑹ 主な事業内容 

（作付面積、収穫量、飼

養頭数など） 

○○の生産  作付面積約＊＊㎡（＊＊ａ） 

⑺ 経営上の強み、経営環

境及び現在の課題 

当方が生産している○○は、農薬や化学肥料を一切使わず、〇〇の

成分も他生産者に比べ多く含まれている。 

商品の高付加価値化及び経営の安定化のため、加工食品への活用を

含め、新たな事業展開が課題となっている。 

⑻ 従業員数 
役員 

従 業 員（人） 左記のう 

ち正社員 事務系 営業系 技術系 合計 

１   ２ ２ ２ 

⑼ 本事業における役割

分担 
〇〇の無農薬栽培、原材料の提供、商品開発のアドバイス 

⑽ 本事業に係る自己資

金の負担額 

280千円※負担額については、連携体構成員の方と協議の上、お決めく

ださい。（特に負担割合は定めておりません） 

⑾ その他特記事項 
PR事項等あれば。 

⑿ 目標値 

前期 

(H2８年 

１２月期) 

直近期末 

(H2９年 

１２月期) 

１年後 

(H３０年 

１２月期) 

２年後 

(H３１年 

１２月期) 

３年後 

(H３２年 

１２月期) 

総売上高 20,000 千円 25,000 千円 25,000 千円 30,000 千円 35,000 千円 

 

助成事業に

係る売上高 

( 〇〇○ ) 

0 0 0 5,000 千円 10,000 千円 

⒀ 連絡先 

担当者職・氏名 

担当者所属部署名 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

E-mail アドレス 

ウェブサイト URL 

 

活性化専太 

農園栽培担当 

018-***-*** 

018-***-*** 

kasseika@nouen.or.jp 

http://www.nouen.co.jp/ 

企業案内のパンフレット等がある場合は添付してください。 

決算期末における目標値を記入してください。 

農林漁業者様の概要をご記入ください。 

提供した農産物の名称 
連携者等に供給する農林水産物の売上げを記

入してください 
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欠 格 事 項 非 該 当 申 出 書（農林漁業者様用です） 

 

 

 

 あきた農商工応援ファンド事業助成金の応募にあたっては、欠格事項には該当しません。 

 なお、応募日現在における国税及び地方税の納税状況は次のとおりです。 

 

 

（以下の該当する項目の番号を○でかこんでください。） 

 

１ 滞納はありません。 

 

２ 以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。 

税 金 名 課税年度 納 期 延滞額（千円） 今後の納付計画 

     

     

※ 課税庁が認めた納入計画を添付すること。手形・小切手の場合は、振り出しが分かるも

のを添付。 

 

 

 

 

平成＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 公益財団法人あきた企業活性化センター理事長 様 

 

 

所  在  地 秋田県秋田市山王四丁目１０－１ 

 

名     称 あきた活性化農園 

 

代表者職・氏名 活性化 専太        印 

  

申請日と同じ日付を記

入してください。 
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別紙２ 

平成３０年度事業計画書 

１ 事業のテーマ 

 秋田県産無農薬〇〇を活用した安全・安心な健康食品と〇〇菓子の開発及び販路開拓 

 

２ 具体的な事業内容（各項目を中心に簡潔に記載すること。別紙に記載しても可） 

必要性 

事業の目的 

〇〇が実施した食に関する志向の調査結果によると、最も高い割合であった

のが「健康志向」で＊＊％、ついで「安全志向」で＊＊％であった。反面、こ

れまで最も高かった「経済性志向」は減少に転じてきており、食に対する消費 

者の意識が変化してきていると言える。 

そうした中で、当社既存品は低価格競争もあり、売上が低調となっているた

め、健康食品としての高付加価値商品の開発により、他社製品との差別化を図

ることが急務となっている。 

また、あきた活性化農園としても、経営の更なる安定化のため、加工食品へ

の活用等、新たな事業展開が課題となっている。 

※当該新商品を開発しようとした着眼点（可能な限り社会的な視点からの内

容が望ましい）についてご記入ください。さらには、自社における取り組むべ

き必要性に落とし込んで記入ください。 

革新性 本事業は秋田県産無農薬の○○を利用する。 

○○の成分を多く含んだ安全・安心の素材を活かした〇〇菓子を開発し、県

内及び首都圏へ向け、販路拡大を図る。 

 競合する商品は、大手メーカーの○○や他社の○○になると思われるが、ど

の商品についても、無農薬の○○を使用したものはなく、素材において、優位

性がある。また食感についても、〇〇を取り入れることによって、口当たりよ

く、食べやすい商品となり、他社製品とはまったく異なった独自性を打ち出す

ことができると考えている。 

※当該新商品は何が画期的・革新的なのかについてご記入ください。自社レ

ベル、他社レベル、国内レベル、国際レベルなど他とベンチマークしながら記

入し具体的な革新度を評価してください。 

市場性 ◆新商品のニーズ 

先の食に関する志向の調査からも言えるように、健康志向・安全志向の高ま

りを受け、価格よりも高付加価値な商品を求めるニーズが増えてきている。 

◆販売ターゲット 

健康への関心がより高い高齢者層を中心と考えている。 

◆市場規模・動向 

高齢者における菓子の市場規模は若い世代には及ばないものの、和菓子につ

いては、年齢が進むにつれて消費量が増えており、少子高齢化に伴い、今後と

も市場は拡大していくと考えられる。 

◆販売戦略 

当面は、県内外の百貨店やスーパー向けに単品での販売となるが、将来的に

は高級な贈答品としての販売も視野に入れている。 

※どのようなニーズを踏まえ、どのような顧客層に対して、どのような方法

で販売していくかについてご記入ください。 

事業計画の内容がわかりやすく簡

潔に表現してください。40 字程度 
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事業内容 ◆あきた活性化農園が生産した〇〇を原材料とし、〇〇菓子を試作する。 

◆○○に定評のある専門家より、助言指導を受ける。 

◆試作品の成分分析、品質検査、市場調査を実施し、改良点を検討する。 

◆県内のデザイン会社に依頼し、生産過程及び成分を明示した商品パッケ

ージの試作を行う。 

◆パンフレットを作成し、商品のＰＲを図る。 

◆展示会等へ出展し、販路を開拓する。 

 

当社にとって〇〇を素材として扱うことは初めての試みであるが、その点に

ついては、あきた活性化農園からの提案を受け、素材を有効に活用できる方法

を検討し、商品の仕上げ段階においては専門家の助言を受ける。 

※連携体としてどのような取り組みをし、どのような手順で行うかについて

、具体的にご記入ください。また、取り組む上での課題点及び解決策について

も具体的にご記入ください。また、支出事業費用とリンクされていることが望

ましい。 

実施体制 ◆保有・提供する経営資源 

＜㈱ＡＣＴＩＶＥ食品＞ 

食品加工・製造に係る施設及び設備 

加工食品の開発技術及び品質管理技術 

販路・顧客情報 

＜あきた活性化農園＞ 

生産に係る施設及び設備 

〇〇の無農薬栽培技術・ノウハウ 

 

◆創意工夫 

生産を通して○○を熟知しているあきた活性化農園より、商品開発における

アドバイスを受けることで、より〇〇の特性を活かした商品開発が可能となり

、これまでの当社における商品開発にはなかった発想が期待できる。 

 

◆人的能力、設備的能力 

人的能力としては、〇〇の無農薬栽培におけるノウハウ、食品製造における

生産体制をそれぞれが有している。 

また、製造設備については、大部分は既存の機械装置で対応可能であるが、

〇〇の工程において、〇〇機械が必要となるため、これについてはリースにて

対応する。 

 

◆その他の連携体の強み 

本事業における連携体としての最大の強みは、原材料の生産から製造・販売

まで一貫した取り組みが行えることである。これにより、無農薬栽培というこ

だわりを商品へ注ぎ込むことができ、より消費者のニーズに合った商品開発を

行うことができる。 

 

※事業実施に当たって、提供する経営資源及び取り組みについて、具体的に

ご記入ください。 
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３ 事業実施による成果・効果 

発 売 等 開 始 

（予定）時期 
新商品又は

新役務の売

上げ目標額 

事業完了後 

１年目（年間） 

事業完了後 

２年目（年間） 

事業完了後 

３年目（年間） 

平成３１年 

  １０月 
10,000千円 20,000千円 30,000千円 

成果・効果 ＜㈱ＡＣＴＩＶＥ食品＞ 

これまでの薄利多売の経営形態から脱却し、高付加価値商品の販売による収

益の増加が見込まれる。また、高齢者向けの商品という特徴から、これまで取

引のない業界へも販路拡大が期待できる。 

＜あきた活性化農園＞ 

加工品への原材料提供により、〇〇の新たな供給先が見つかり、より安定し

た経営を確立できる。また、取引拡大に伴う生産量増加によって、新たな雇用

も期待できる。 

 

本事業により開発された商品を通して、無農薬〇〇が認知されることによっ

て、新たな地域ブランドの形成が見込まれる。地域ブランドとして無農薬〇〇

を盛り上げていくことによって、地域農業の底上げ、新規雇用の創出などのほ

か、農業従事者の増加、またそれに伴う耕作放棄地の活用などの大きな効果も

期待できる。 

 

※この事業の実施によって想定される地域への波及効果について具体的に

ご記入ください。 

 

４ その他の特記事項、ＰＲポイント等 

本事業では、〇〇菓子の開発をテーマとしているが、今後の展開によってはバリエーショ

ンを広げるも可能であり、今回の開発技術が確立されれば、別の農産物へも応用が可能であ

ると考えている。 

農林水産資源が豊富である秋田県において、農商工連携の見本となれるよう頑張りたい。 

 

※この事業の実施によって想定される事業成果以外への期待や事業に対する意気込み等を

ご記入ください。 

 

５ 他の補助金等の交付（申請）状況 

名称 年度、補助金等の名称、主な事業内容、補助金等交付元、補助金等金額 

〇〇補助金 平成＊＊年度 〇〇補助金 〇〇の開発 秋田県〇〇課 500万円 

 
 

  

※国、県、市町村又は公的な団体から補助又は委託を受けたことがあり、補助事業又は委託事

業の終了した年度の翌年度から３年間を経過していない場合又は現在申請を行っている場合

に記載してください。 

 

発売等開始時期は事業期間満了日

以降の日付を記入してください。 

他に補助金等の交付を受けている、または現在申請

を行っている場合はご記入ください。 
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６ 特定費用申請理由 

当団体の事業は、規約により会員から毎年度会費を徴収し、この中で運営しており、銀行

からの借り入れは実施していない。 

当団体の性格から銀行からの借り入れはできないほか、事業計画の実施により会費の徴収

前に支払が発生することから、これに対応するため概算払いを申請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定費用を必要とする理由を明確に記載してください。 

※特定費用とは 

原材料費、外注加工費、借損料（レンタル料、リース料）、

展示会等出展料、委託費（一部委託に限る）のうち、助成事

業に要する全経費の３割を限度として、あらかじめ助成金の

概算払の申請を認めた経費をいいます。 



様式第１号－１（第６条関係） 

 - 12 - 

 

７ 事業実施スケジュール 

項   目 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 ＊月 

試作品開発・改良  

1次試作 

 

 

 

 
 

2次試作 
       

専門家の指導    
1 回目 

 

２回目 

 

３回目 

 
      

成分分析・品質検査       
Ａ商品 Ｂ商品 

 
    

市場調査     
東京 

中京  関西地区 県内    

パッケージ作成             

展示会出展           
○健康展 ○外食展 

 

※１ 主な取組のスケジュールを記入してください。 

※２ 実施期間が複数月に及ぶ場合は実施期間を矢印で記してください。 

 

交付決定日から最大1年間の事業計画になります。 

※但し、平成３１年５月３１日までとなります。 
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別紙３ 

収 支 予 算 書 
 

１ 収入の部 （単位：円） 

区 分 金 額 内訳等 

自 己 資 金 1,280,000 
㈱ＡＣＴＩＶＥ食品 1,000千円  

あきた活性化農園    1,280千円 

助 成 金 5,120,000 あきた農商工応援ファンド助成金 

借 入 金   

寄 付 金   

そ の 他   

計 6,400,000  

 

２ 支出の部 （単位：円） 

区 分 
助成事業に要

する経費（A） 

助成対象経費 

(B)（≦A) 

助 成 金 ( C ) 

（≦B×助成率) 
備 考 

新 商 品 開 発 費 5,100,000 5,100,000 4,080,000  

販 路 開 拓 費 1,300,000 1,300,000 1,040,000  

     

計 6,400,000 6,400,000 5,120,000  

◎消費税等仕入控除税額の減額（有り ・ 無し） 

 

※１ 本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を

減額してください。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでありません。 

※２ 助成事業に要する経費の区分ごとの金額は、支出明細書の経費の区分ごとの金額と一致

すること。 

消費税及び地方消費税の課税事業者の場合は「有

り」、課税事業者でない場合は「無し」に〇印を記

入してください。 

それぞれの区分ごとに助成率を乗じた数字を記入

してください。 

※千円未満については切り捨てとなります。 
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支 出 明 細 書 
 

 （単位：円） 

区 分 費 目 金 額 積 算 内 訳 

新商品等

開 発 費 

専門家謝金 360,000 
・○○氏の△△指導 

30,000 円×12 回 360,000 円 

専門家旅費 420,000 
・東京―秋田間  

往復 35,000 円×12 回  420,000 円 

構成員旅費 400,000 

・市場調査 旅費 400,000 円 

東京―秋田間  35,000×２人 

大阪―秋田間  45,000×２人×2 回 

名古屋―秋田間 50,000 円×3 人 

原 材 料 費 60,000 
・無農薬〇〇  

1,200×50kg 60,000 円 

リ ー ス 料 2,400,000 

・〇〇工程に係る試作機械 2,400,000 円 

200,000 円／月×12 カ月  

 

検 査 ・ 試

験・分析費 
400,000 

・成分分析費用 100,000 円×2 回 

・品質検査費用 100,000 円×2 回 

委 託 費 660,000 

・パッケージデザイン 300,000 円×2 種 

・パッケージ試作  

1,000 個×60 円 60,000 円 

印刷製品費 400,000 
・パンフレット作成  

1,000 枚×200 円×2 種 400,000 円 

販 路 

開 拓 費 

構成員旅費 300,000 
・○○展示会 旅費 200,000 円 

・○○総合展 旅費 100,000 円 

出 展 経 費 1,000,000 
・○○展示会 600,000 円 

・○○総合展 400,000 円 

合 計 ６,４00,000  

※１ 積算根拠がわかる資料等を添付してください。 

→見積書等の写しを添付してください。見積金額だけではなく、その金額の明細内容が分

かるものも添付いただきます。 

※２ 支出明細書の経費の区分ごとの金額は、収支予算書の支出の部の助成事業に要する経費の

区分ごとの金額と一致すること。 

※３ 助成対象経費は、別表において示す別記のとおり。 

※４ 事業の一部を委託・外注する場合は、委託・外注計画書を添付してください。 

※５ 特定費用は、積算内訳に特定費用であることが分かるように明記し、その内訳を記載する

こと。 

 

  

※ここで記載する支出明細は、事業期間内に見積、発注、支払、使用実行されるものが対

象経費として計上出来ます。 

※外注費及び委託費については、総事業費の 2 分の 1 以内としてください。 

※支出試算にあたっては、金額が 1,000 円単位（未満切り捨て）で試算してください。 

※特定費用を申請する場合は、積算内訳に特定費用と記載してください。 
 

販売に係わるものは 

対象外 

販売に係わるも

のは対象外 

値段の入ったも

のは対象外 

経費全体の 1/2

までが対象外 

連携者からは原

価相等での提供

になります 

連携者の役職員

のみが対象。他

の人員は対象外 

量産目的の導

入は認められ

ません。 
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委 託 ・ 外 注 計 画 書 
 

委託・外注の内

容 
パッケージデザイン及び試作品製作 

委託・外注の期

間 
平成３０年＊＊月＊＊日～平成３１年＊＊月＊＊日 

委託・外注（予

定先）の名称等 

名 称:○○パッケージ㈱ 

所在地:秋田県秋田市 

委託・外注先の

選定方法 

既存事業においても取引があり、弊社の商品特徴をとらえたデザイン制作が

可能であるため 

委託・外注の理

由・必要性 
弊社ではデザイン及びパッケージ制作の技術を有していないため 

※ 委託・外注業務ごとに作成してください。 
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別紙４ 

全 体 事 業 計 画 概 要 書 
 

１ 全体事業実施期間 

 平成２８年＊＊月＊＊日～平成３１年＊＊月＊＊ 

 

２ １年を超えて助成事業を実施する理由 

 1 年目は、昨年度産の秋田県産無農薬の○○を使って試作開発を行い、2 年目以降において本事業用に栽培した○○を使って量産化に向けた商

品化を進めるため。 

 

３ 事業実施スケジュール 

事業実施年 

項   目 
第１事業実施年 第２事業実施年 第３事業実施年 

主な事業内容    

具体的な実施方法・手

段（実施時期） 

   

当該年の事業成果・効

果 

   

※ 「事業実施年」とは、事業実施開始から１年間ごとの期間をいう 

これ以降は、H２８年度までに複数年度で申請採択を 

受けた事業者が対象になります。 

1 年目に複数年事業として記入する場合 

事業内容、実施方法を項目に沿って、年ごとに簡潔に記入してください。 

2 年目以降に記載する場合 

 過年度分は、実績に基づき記載し、新実施年分は、新たに申請する内容を記載してください。 
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全 体 収 支 予 算 書  
１ 収入の部 

事業実施年 

 

区 分 

第１事業実施年 第２事業実施年 第３事業実施年 

予算額 内訳等 予算額 内訳等 予算額 内訳等 

自 己 資 金 千円 
※構成員ごとの内訳を記載

すること 
千円 

※構成員ごとの内訳を記載

すること 
千円 

※構成員ごとの内訳を記載

すること 

助 成 金 千円  千円  千円  

借 入 金 千円 
※構成員ごとの内訳を記載

すること 
千円 

※構成員ごと、借入先を記

載すること 
千円 

※構成員ごと、借入先を記

載すること 

 千円  千円  千円  

計 千円  千円  千円  

 

２ 支出の部 

事業実施年 

 

区 分 

第１事業実施年 第２事業実施年 第３事業実施年 

金  額 内容（主な使途及び金額） 金  額 内容（主な使途及び金額） 金  額 内容（主な使途及び金額） 

新商品開発費 千円  千円  千円 
 

販路開拓費 千円  千円  千円 
 

 千円  千円  千円 
 

合  計 千円  千円  千円  

 

◎ 消費税等仕入控除税額の減額（有り ・ 無し） 

※１ 本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して行うこと。ただし、作成時において当

該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでありません。 

※２ 経費の区分ごとに分類してください。 

※３ 助成対象経費は、別表において示す別記のとおり。 

※４ 項目が多岐にわたる場合、適宜行を追加し記載してください。 


